
　◆事務事業の概要◆

　◆事務事業の目標（成果）指標◆

算式

算式

算式

　◆事務事業を構成する細事業の事業費・成果指標◆

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

0

一般財源 8,446 10,763 11,649

地方債 0 0 0

その他 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金 476

事業費の合計（千円） 8,922 11,235 12,127

472 478

7
市政週報発信事務 0 0 0 予算

300 事業 維持

棚入れ（送信）回数 回 52 52 52 52 事業 維持

6
報道機関への情報発信事務 0 0 0 予算

維持

会見発表案件数 件 39 50 45 50 事業 維持

維持

送信（棚入れ）回数 回 335 - 292

維持

5
市長定例記者会見事業 0 0 0 予算

維持

１日当たりの平均アクセス件数 件 5485 - 13379 5500 事業 維持
4

佐渡市ホームページ作成事業 0 0 0 予算

維持

3
県民だより発送事務 0 0 0 予算

発行部数 部 500 2000 3000 1000 事業 維持

維持

配布部数 部 94800 94800 94000 94800 事業

部 595200 595200 580800 595200 事業 維持

2
市勢要覧等作成事業 75 1,530 91 予算 維持

重点
細事
業事業の方向性

1
市報等発行事業 8,847 9,705 12,036

枝
番

細事業名
H26

決算額
H27

決算額
H28当初
予算額

H29以降の
予算の方向性

H26実績値 目標値 実績値 H28目標値

予算 維持

目標（成果）指標名 単位

発行部数

情報提供件数
件 335 400 292 400 400 400

ＦＡＸ送信回数＋棚入れ数

実績値

広報紙の配布率
％ 93.3 96 93.1

目標（成果）指標名
単位

26年度
実績値

27年度（評価年度） 28年度
目標値

29年度
目標値

31年度
目標値指標の算式 目標値

96 96 96
実配布世帯数÷要配布世帯数

対象 市民

意図
（対象をど
のようにし
たいか）

市政情報を広く伝え、市政への理解を深める。

Do

H28施政方針 該当無し H28：重点●政策○ -

事業
概要

市勢要覧等作成事業(年１回発行)、市報等発行事業(市報さど及びお知らせ版：年12回発行)、県民だより発送事務(年４回
発送)、佐渡市ホームページ作成事業(随時更新)
市長定例記者会見事業(定例会見：年12回開催、その他必要に応じ臨時会見開催)、報道関係情報提供事務(随時提供）、
市政週報事務(毎週)

将来ビジョン 該当無し H26：重点●政策○ -
H27施政方針 該当無し H27：重点●政策○ -

種類 ソフト事業（任意）
根拠
法令

無し
例規
等

佐渡市広報広聴規程

0311

事務事業名 広報活動事業 開始年度 平成16 終了年度 未定

平成28年度「市役所の仕事」花まる通信簿（平成27年度実績） 担当課 03総合政策課

Ｐｌａｎ 会計区分 一般会計 事業通番 350 事務事業コード



◆事務事業を構成する細事業の評価◆

評価（担当課長） 事業の方向性 維持 予算の方向性 維持

事業の方向性
（事業全体の課題や改善方策

など）

　広報におけるＢＣＰ対策など、手を付けられるところから速やかに改善を図りたいと考えている。
また、広報(広報紙、ホームページなど）に対する利用者の意見についてアンケート調査等により確
認し、今後の事業に反映させる必要があると考えている。

Action ◆今後の事務事業の方向性◆

7

市政週報発信事務

Ｂ Ａ Ａ

イベントカレンダーは市報お知らせ版にもあり、プレスリリースも行っている
ので、それぞれを補う情報として積極的に活用し情報発信を行う必要がある
と考える。

6

報道機関への情報発信事務

Ｂ Ｂ Ａ

様々な市の取り組みや事業の情報を都度提供している。適宜適切な情報提
供を行い、佐渡市の活動を積極的にＰＲしたいので、定例記者会見と同様
に、情報を出す側の職員の意識向上に努めたい。

5

市長定例記者会見事業

Ｂ Ｂ Ａ

年度後半の案件確保が困難。積極的な発信となるよう、情報を出す側の職
員の意識向上に努めたい。

4

佐渡市ホームページ作成事業

Ｂ Ｂ Ａ

季節的な変動はあるものの、ページビューは伸びている。ソーシャルボタン
の配置などＳＮＳとの連携を具体的に進めたい。

3

県民だより発送事務

Ｂ Ｂ Ａ

県民だよりについては、新潟県より依頼を受け、実施している。

2

市勢要覧等作成事業

Ｂ Ｂ Ａ

昨年度本編の改訂を行ったが、資料編の内容について再検討し、データとし
て漏れがないか、見やすい資料になっているかなど内容の充実に努めた
い。

1

市報等発行事業

Ｂ Ｂ Ｂ

昨年度の対話集会などの意見などから、若い世代のニーズは一定以上ある
と見込んでいる。このため、これまでのＰＤＦ公開に加え「マイ広報紙」という
無料のネットサービスの利用も開始した。まだ数は少ないものの一定の利用
はあるので紙媒体とともに読んでいただく努力を継続する。

Check Ａ ： 適正である　Ｂ  ：検討の余地あり　Ｃ ： 見直しすべき

枝
番

　細事業名 妥当性 有効性 効率性 課題と対策


